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道内景気は、新型コロナウイルス感染拡大による下押し圧力が続く中、厳しい状況となっ

ている。生産活動は弱めの動きとなっている。需要面をみると、個人消費は、一部を除き弱

さがみられる。住宅投資は、減少している。設備投資は、基調として緩やかに持ち直してい

る。公共投資は、堅調に推移している。輸出は、弱含みとなっている。観光は、来道者数、

外国人入国者数ともに前年を下回り厳しい状況となっている。

雇用情勢は、有効求人倍率が３か月連続で前年を下回り、弱い動きがみられる。企業倒産

は、件数・負債総額ともに前年上回りに転じた。消費者物価は、４０か月連続で前年を上回っ

ている。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、４月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を７．４ポイン

ト下回る８．３に低下した。横ばいを示す５０を

１４か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を６．３ポイント下回る１４．９となった。横ばい

を示す５０は１３か月連続で下回った。

厳しい状況となっており、今後も厳しい状

況が続くことが見込まれる。

３月の鉱工業生産指数は９２．０（季節調整済

指数、前月比＋０．７％）と２か月連続上昇し

た。前年比（原指数）では▲４．０％と６か月

連続で低下した。

業種別では、一般機械工業など３業種が前

月比上昇となった。輸送機械工業など１２業種

が前月比低下となった。

道内経済の動き
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～６か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～６か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

３月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲８．９％）は、６か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲４２．４％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同▲０．３％）

は、衣料品（同▲３１．９％）、身の回り品（同

▲３０．９％）、その他（同▲７．２％）が前年を下

回り、飲食料品（同＋４．３％）が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比▲４．９％）

は、１７か月ぶりに前年を下回った。

３月の乗用車新車登録台数は、２１，３６１台

（前年比▲１０．９％）と６か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１６．８％）、

小型車（同▲４．６％）、軽乗用車（同▲１０．０％）

となった。

年度累計では、１７０，６０２台（前年比▲４．４％）

と前年を下回っている。内訳は普通車（同

▲３．８％）、小型車（同▲４．９％）、軽乗用車

（同▲４．６％）となった。

３月の札幌ドームへの来場者数は、０人

（前年比皆減）と２か月連続前年を下回っ

た。新型コロナウイルスの影響により営業休

止していることから、来場者数は０人となっ

た。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～５か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

３月の住宅着工戸数は２，３５２戸（前年比

▲３．７％）と２か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋７．７％）、貸家

（同▲１．７％）、給与（同▲２０．０％）、分譲（同

▲３３．７％）となった。

年度累計では３２，４８６戸（前年比▲９．２％）

と前年を下回った。利用関係別では、持家

（同＋０．７％）、貸家（同▲２０．０％）、給与（同

▲２０．５％）、分譲（同＋１５．７％）となった。

３月の民間非居住用建築物着工面積は、

１６９，９４７㎡（前年比＋５６．７％）と５か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋２２６．５％）、非製造業（同＋４９．３％）であっ

た。

年度累計では、１，７５５，９６６㎡（前年比

▲６．０％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同＋３４．１％）、非製造業（同

▲９．４％）となった。

４月の公共工事請負金額は２，１０４億円（前

年比＋３３．７％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋７．１％）、独立行政

法人（同＋５１．６％）、道（同＋５０．８％）、市町

村（同＋３１．７％）、その他（同＋１７０．２％）が

前年を上回った。地方公社（同▲５６．２％）が

前年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～２か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～６か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が８か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

３月の国内輸送機関利用による来道者数

は、３８４千人（前年比▲６６．０％）と２か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲６７．７％）、JR（同▲７０．９％）、フェ

リー（同▲３３．９％）となった。

年度累計では、１３，２６７千人（同▲２．１％）

と前年を下回っている。

緊急事態宣言の延長により、県をまたいで

の移動自粛が継続されており、弱い動きが続

く見込み。

３月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、３，１５０人（前年比▲９７．９％）と６か月連

続で前年を下回った。空港・港湾別では、新

千歳空港が３，１５０人（前年比▲９７．８％）、旭川

空港が０人（同皆減）、函館空港が０人（同

皆減）となった。

年度累計では、１，５８３，５５３人（同▲１５．９％）

と前年を下回っている。

国際線の運休により今後も外国人入国者数

は厳しい状況が見込まれる。

３月の貿易額は、輸出が前年比▲１５．１％の

２３９億円、輸入が同▲１１．１％の８５９億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、鉄鋼、鉱物性

タール・粗製薬品などが減少した。

輸入は、電気機器、一般機械、再輸入品な

どが減少した。

輸出は、年度累計では２，９８９億円（前年比

▲２２．２％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が３か月連続で低下

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに３か月ぶりに増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～４０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

３月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０９倍（前年比▲０．１０ポイント）と３か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲１２．７％と３か月連

続で前年を下回った。業種別では、運輸業・

郵便業（同＋１３．８％）、情報通信業（同

＋１５．０％）が前年を上回ったが、卸売業・小

売業（同▲３２．３％）、宿泊業・飲食サービス

業（同▲３４．７％）、製造業（同▲１９．４％）な

どが前年を下回った。

４月の企業倒産は、件数が２５件（前年比

＋５６．３％）、負債総額が３３億円（同＋９５．４％）

だった。件数・負債総額ともに３か月ぶりに

前年を上回った。

業種別ではサービス・他が８件、建設業が

６件などとなった。

新型コロナウイルス関連倒産件数は増加傾

向にあり、影響の拡大がみられる。

３月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０３．５（前月比＋０．０％）となっ

た。前年比は＋１．１％と、４０か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、３月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（３月１０日）時点で前月比、灯

油、ガソリン価格はともに値下がりした。

道内経済の動き
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１．従業員の過不足感

雇用人員判断DI（△４７、「過剰企業の
割合」－「不足企業の割合」）は前年同
期から８ポイント上昇した。過去最低の
前年から上昇し、人手不足感は高水準な
がらも１１年ぶりに緩和に転じました。
＜図１＞

２．今春の新卒採用状況

今春に「新卒採用した企業」（３９％）は
前年から２ポイント上昇した。＜図２＞
採用予定人数に対する充足率は、「予

定通り」の企業が４７％と前年同期比９ポ
イント上昇した。食料品製造業以外の７
業種で前年を上回る結果となった。＜表
３＞＜図６＞

３．今後１年間の従業員の増減見通し

雇用方針DI（「増員する企業の割合」
－「減員する企業の割合」）は＋１９と前
年同期から６ポイント低下した。全業種
でプラス水準となったが、６業種が前年
を下回る結果となった。前年に比べ鈍化
はするものの、人員確保の動きは続く見
込み。＜図３＞＜表８＞

特別調査

人手不足感は高水準も１１年ぶりに緩和に転換
２０２０年 道内企業の雇用動向と新卒採用

要 約

＜図１＞従業員の過不足感（雇用人員判断DIの推移）

＜図２＞新卒採用状況（新卒採用実施企業の割合）

＜図３＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DIの推移）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
２０２０年度の雇用動向と新卒採用について

回答期間
２０２０年２月中旬～３月中旬
本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する割合」ー「従業員を減員す
る割合」
ｎ（number)
有効回答数

地域別回答企業社数

業種別回答状況

＜表１＞項目別の要点

（項 目） 要 点

�従業員の過不足感 ＜図４＞
雇用人員判断DI（△４７）は前年比８ポイント上昇。ホテル・旅館
業（△４４）、運輸業（△６３）などで、特に人手不足感が弱まった。

�今春の新卒採用状況 ＜図５＞
「今春新卒採用を実施した」企業（３９％）は前年比２ポイント上
昇。業種によりばらつきが見られた。

�新卒採用内定者の評価 ＜表２＞
「良い人材を採用できた」企業（５３％）は前年比±０と横ばい推
移。

�採用予定人数に対しての
充足率

＜表３＞「予定通り」の企業（４７％）は前年比９ポイント上昇。食料品製造業以外
の７業種で前年比上昇しており、幅広い業種で充足率が改善している。

�企業の新卒採用決定要因＜表４＞ 「将来の人手不足に備える」企業（７１％）は前年比８ポイント低下。木材・木製品製造業（５７％）、ホテル・旅館
業（４０％）などで低下が目立った。一方、「年齢構成の改善を図る」企業（５５％）が前年比６ポイント上昇した。

�今春新卒採用しなかった
企業の理由

＜表５＞ 「随時、中途採用する」（６１％）は前年比２ポイント低下したが、
全業種で１位となった。

�新卒採用実施企業の中途
採用計画

＜表６＞ 「必要があれば随時、中途採用する」（８６％）は前年比４ポイント
低下したが、高水準が続いている。

	採用する際の重視項目 ＜表７＞
「協調性」（８４％）が前年比７ポイント上昇。以下「積極性」
（７２％）、「責任感」（６５％）が続く。


今後１年間の従業員の増
減見通し

＜表８＞ 雇用方針DI（＋１９）は前年比６ポイント低下。製造業（＋１７）は横ばい推移。非製造業
（＋２０）は９ポイント低下。前年に比べ鈍化はするものの、人員確保の動きは続く見通し。

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６８ １００．０％
札幌市 １３５ ３６．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８４ ２２．８
道 南 ３４ ９．２ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １５．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ５９ １６．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９１ ３６８ ５３．３％
製 造 業 １９３ １１１ ５７．５
食 料 品 ６８ ３９ ５７．４
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３３ ５５．９
そ の 他 の 製 造 業 ３５ １７ ４８．６
非 製 造 業 ４９８ ２５７ ５１．６
建 設 業 １３９ ８１ ５８．３
卸 売 業 １００ ５２ ５２．０
小 売 業 ９１ ４０ ４４．０
運 輸 業 ５１ ２３ ４５．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １７ ４８．６
その他の非製造業 ８２ ４４ ５３．７

調 査 要 項

特別調査
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＜図 4＞従業員の過不足感（雇用人員判断DI）（n=346）
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＜図 5＞今春の新卒採用状況（n=362）
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※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い人材を採用できた ５３ ５４ ５３ ７１ ３６ ８０ ５３ ５２ ４２ ５４ ８０ ５６ ５３
（５３）（５１）（６０）（６０）（４２）（５０）（５４）（６４）（５４）（５３）（５６）（４０）（４３）

�従来と変わらない ３９ ４０ ４１ ２９ ５０ ２０ ３９ ３６ ４２ ３９ ２０ ４４ ４２
（３６）（３７）（４０）（４０）（３３）（３８）（３６）（２９）（３１）（３５）（３３）（４０）（４８）

�良い人材を採用できず ８ ７ ６ － １４ － ９ １２ １７ ８ － － ５
（１１）（１１）（－）（－）（２５）（１３）（１１）（７）（１５）（１２）（１１）（２０）（１０）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�予定通り ４７ ４４ ４７ ２９ ４３ ６０ ４８ ５２ ５８ ５０ ６０ ５０ ３３
（３８）（４０）（５０）（２０）（３１）（５０）（３７）（４６）（４６）（２２）（３３）（－）（４３）

�９割台 ９ ９ ６ ２９ ７ － ８ ３ ８ ７ － ２０ １４
（５）（３）（－）（－）（８）（－）（６）（１４）（－）（１１）（－）（－）（－）

�７～８割台 ２０ １９ １８ ２９ １４ ２０ ２０ ２１ － １４ ４０ ２０ ２９
（２１）（１３）（１０）（４０）（８）（１０）（２３）（１４）（２３）（２２）（３３）（４０）（２９）

�５～６割台 １０ ７ １８ － － － １２ １２ ８ １４ － １０ １４
（２２）（２６）（３０）（２０）（１５）（４０）（２０）（７）（２３）（３３）（２２）（６０）（１４）

�３～４割台 ５ ９ ６ １４ ７ ２０ ３ － ２５ － － － －
（１０）（１３）（１０）（２０）（２３）（－）（９）（１４）（８）（－）（１１）（－）（１０）

�１～２割台 １ ２ － － ７ － １ － － ７ － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（４）（－）（－）（－）（－）（－）

�１割未満 ８ ９ ６ － ２１ － ７ １２ － ７ － － １０
（４）（５）（－）（－）（１５）（－）（３）（－）（－）（１１）（－）（－）（５）

＜表２＞新卒採用内定者の評価（n=134）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表３＞採用予定人数に対しての充足率（n=138）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜図６＞採用予定人数に対しての充足率推移

採用予定人数に対しての充足率
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足に備え
る

① ① ① ② ① ① ① ① ① ① ① ③ ①
７１ ６４ ６５ ５７ ６４ ６７ ７４ ７７ ７５ ８６ ８０ ４０ ７６
（７９）（７９）（８０）（１００）（８６）（５６）（７９）（９０）（７１）（７８）（７８）（８０）（７１）

�年齢構成の改善を図る
② ③ ② ③ ③ ① ② ② ③ ② ② ① ②
５５ ３９ ３５ ２９ ３６ ６７ ６３ ６８ ４２ ５７ ６０ ７０ ６７
（４９）（５０）（５０）（４０）（５７）（４４）（４９）（５５）（２９）（５６）（４４）（２０）（５７）

�人材確保の好機である
③ ② ③ ③ ② ③ ② ② ③
３４ ２７ ３５ ２９ ２９ ０ ３７ ２７ ５０ ４３ ６０ ５０ ２９
（３４）（２９）（５０）（－）（２９）（２２）（３７）（２１）（４３）（３３）（５６）（－）（５７）

�業績の推移を重視する
③ ③ ③

２６ ２５ ２４ ２９ ２９ １７ ２７ ２９ ８ ２９ ４０ ３０ ２９
（２４）（２４）（３０）（－）（２９）（２２）（２４）（３５）（２１）（１１）（－）（４０）（２９）

�生産販売部門の強化を
図る

② ② ① ②
２５ ４１ ３５ ７１ ４３ １７ １８ １８ １７ ２１ ０ ３０ １４
（２９）（５５）（５０）（８０）（６４）（３３）（１９）（１４）（２１）（２２）（１１）（－）（２９）

�事業の拡大を図る １７ １６ １２ １４ ２９ － １８ １８ １７ １４ ２０ １０ ２４
（１７）（１６）（２０）（２０）（１４）（１１）（１８）（２４）（２１）（６）（１１）（２０）（１９）

�退職者の補充にとどめ
る

③ ③
１３ ２３ １８ ２９ １４ ５０ ８ ９ － － － １０ １９
（１８）（２６）（４０）（２０）（１４）（３３）（１５）（７）（７）（２８）（１１）（－）（２４）

	景気動向を重視する １０ １１ ６ １４ １４ １７ ９ １５ － － ２０ １０ １０
（９）（８）（－）（－）（７）（２２）（９）（１７）（－）（１１）（－）（２０）（５）


その他 １ ２ ６ － － － － － － － － － －
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）（－）（－）（５）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�随時、中途採用する
① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
６１ ５９ ７１ ５０ ４７ ６７ ６２ ６６ ５８ ４６ ５９ ８６ ７６
（６３）（５８）（７３）（３３）（６３）（４４）（６６）（６８）（７３）（４８）（５３）（５７）（８１）

�現従業員で十分である
② ② ② ② ② ② ② ②
２３ ２５ １０ ２１ ４１ ３３ ２２ １３ ３４ ３９ １２ １４ １０
（２３）（２４）（８）（４０）（３１）（３３）（２３）（１３）（３２）（３３）（１２）（１４）（２４）

�募集したが、採用した
い人材がいなかった

②
１８ １３ ５ １４ ２４ １１ ２０ ３２ １１ ２７ １８ － １０
（２３）（２０）（２７）（７）（１９）（２２）（２５）（４５）（１４）（２６）（６）（１４）（１９）

�パート・アルバイトを
活用する

② ② ② ②
１２ １６ ２４ ２１ － ２２ １０ ２ １３ １５ － ２９ １９
（１５）（２０）（３１）（１３）（１３）（１１）（１４）（２）（９）（３０）（－）（４３）（２９）

�教育・訓練に時間がか
かる

② ② ②
１１ １０ ５ ２１ １２ － １２ １３ １３ ４ ２４ ２９ －
（１９）（１８）（２３）（３３）（６）（－）（１９）（１７）（２１）（７）（３５）（２９）（１９）

�採用する余裕がない
②

５ １０ １０ ２１ ６ － ３ ２ ８ － － － －
（４）（６）（４）（２０）（－）（－）（４）（４）（５）（７）（－）（－）（－）

�その他 ９ １０ １０ ７ １２ １１ ９ １１ ５ － １８ １４ １４
（５）（－）（－）（－）（－）（－）（７）（４）（５）（－）（１８）（１４）（１４）

＜表４＞企業の新卒採用決定要因（複数回答n=140）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。

＜表５＞今春新卒採用しなかった企業の理由（複数回答n=217）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施しなかった企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�必要があれば随時、中
途採用する

８６ ８９ ８２ １００ ８６ １００ ８４ ８８ ６７ ７９ ８０ ７８ ９６
（９０）（９２）（８９）（１００）（９３）（８９）（８９）（８３）（８６）（９４）（８９）（１００）（９１）

�中途採用はしない ３ ２ ６ － － － ３ ６ ８ － － － －
（２）（５）（１１）（－）（－）（１１）（１）（３）（－）（－）（－）（－）（－）

�未定 １１ ９ １２ － １４ － １３ ６ ２５ ２１ ２０ ２２ ５
（８）（３）（－）（－）（７）（－）（１０）（１４）（１４）（６）（１１）（－）（１０）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�増員する ３２ ２８ ２９ ２７ ２７ ３１ ３３ ３７ ２６ ２３ ２３ ３３ ４９
�変わらない ５６ ６０ ５３ ５９ ７０ ６２ ５４ ４９ ６５ ６３ ６４ ５３ ４０
�減員する １２ １１ １８ １４ ３ ８ １３ １４ １０ １５ １４ １３ １２
雇用方針DI（A－C） １９ １７ １１ １４ ２４ ２３ ２０ ２３ １６ ８ ９ ２０ ３７

前年同時期DI ２５ １７ ３２ △２０ ２９ ６ ２９ ４０ ４０ ２ ３１ ４２ １７

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�協調性
① ① ① ① ① ① ① ② ① ② ① ① ②
８４ ８４ １００ ７１ ７１ ８３ ８４ ８２ ９２ ７１ ８０ １００ ８２
（７７）（８０）（８０）（８０）（８６）（７０）（７５）（６７）（８６）（７２）（７８）（８０）（８１）

�積極性
② ② ② ② ① ② ① ③ ② ① ②
７２ ６４ ７１ ２９ ６４ ８３ ７５ ８５ ７５ ７１ ８０ ８０ ５９
（７１）（６９）（７０）（６０）（６４）（８０）（７１）（７０）（７９）（６７）（７８）（６０）（７１）

�責任感
③ ② ③ ③ ③ ① ①
６５ ５２ ７１ ２９ ５０ ３３ ７１ ７７ ６７ ７９ ８０ ６０ ６４
（６３）（６４）（８０）（６０）（６４）（５０）（６３）（７３）（６４）（６１）（２２）（１００）（５７）

�誠実性
③ ② ① ② ②

６３ ５７ ７１ ７１ ４３ ３３ ６６ ５９ ８３ ６４ ４０ ５０ ８２
（６８）（６４）（４０）（８０）（６４）（８０）（６９）（６３）（５７）（７８）（７８）（６０）（７６）

	コミュニケーション能
力

① ③ ① ③ ①
６２ ５５ ５９ ７１ ３６ ６７ ６５ ５６ ５８ ４３ ８０ ７０ ９１
（６６）（６９）（８０）（８０）（７１）（５０）（６５）（６０）（４３）（７２）（７８）（６０）（７６）


一般常識
③

３６ ３４ ２９ ４３ ２１ ６７ ３７ ４１ ３３ ３６ ２０ ５０ ３２
（３８）（３６）（４０）（４０）（１４）（６０）（３９）（３３）（３６）（３３）（５６）（８０）（３８）

�自立性 ２０ １１ １２ － ２１ － ２４ ２４ ８ １４ ２０ １０ ４６
（２７）（２３）（１０）（４０）（１４）（４０）（２８）（２３）（３６）（３３）（１１）（－）（３８）

�専門知識 １１ １４ ６ ２９ ２１ － １０ １５ － － － － ２３
（１５）（１８）（１０）（４０）（２１）（１０）（１４）（１７）（－）（６）（－）（２０）（３３）


リーダーシップ ８ ５ １２ － － － ９ １２ － １４ － － １４
（９）（５）（１０）（－）（－）（１０）（１０）（３）（１４）（２２）（－）（－）（１４）

�地元出身者である ８ １６ １２ ４３ １４ － ４ １２ － － － － －
（８）（５）（－）（２０）（７）（－）（９）（１７）（７）（１１）（－）（－）（５）

�学業成績 ４ ５ ６ － ７ － ４ － － ７ － － １４
（２）（３）（－）（－）（－）（１０）（２）（－）（－）（－）（－）（－）（１０）

�公的資格がある ２ － － － － － ３ － － ７ － － ９
（４）（－）（－）（－）（－）（－）（６）（３）（７）（６）（－）（－）（１４）

�その他 ３ － － － － － ４ ３ － １４ － － ５
（１）（３）（－）（－）（７）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

＜表６＞新卒採用実施企業の中途採用計画（n=140）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、（ ）内は前年実績、四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。

＜表７＞採用する際の重視項目（複数回答n=141）
（単位：％）

※今春に新卒採用を実施した企業の数値、○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年実績。

＜表８＞今後１年間の従業員の増減見通し（雇用方針DI）（n=358）
（単位：％）

※四捨五入の関係により合計が１００％とならない場合がある。
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今回の調査では、道内の人手不足感は高水準ながらも１１年ぶりに緩和に転じました。調査

時点において各企業では、新卒採用や技術職不足に苦戦するなか、外国人・高齢者雇用や若

年層の中途採用の取組、雇用環境の改善、対外アピールなど様々な動きが見られます。一

方、一部業種においては、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響が雇用面にもみられ

るとの声も聞かれました。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．採用に関しての意見

【製造業】
＜食品製造業＞ 新卒・中途採用ともに募集
を行っているが、全くと言っていいほど集ま
らないため、派遣の割合が高くなってきた。
外国人の技能実習生の採用も増えてきたが、
言葉の壁から技術の伝承面で不安がある。

＜製菓業＞ 自社では、新卒者の採用が多い
年となった。グループ会社でも採用が多く、
今まで不足していた社員教育に重点を置いて
いく計画である。

＜製材業＞ 外国人実習生を活用している
が、一部の事業主の対応により、多くの規制
が出てきている。これにより、本当に人手が
足りない中小企業が実習生を取れなくなって
きている。日本人があまり定着しない厳しい
仕事には、外国人実習生が不可欠であるた
め、緩和措置など考えてもらいたい。

＜機械器具製造業＞ 一昨年春・昨年春と、
まとまった人数を採用出来たこともあってか、定
着率も良い。一方で今春は希望者がおらず、
欲しい時に欲しい人数を採用する事は中小企
業にとって非常に厳しい。当社の様に職人を
抱える企業にとっては、希望者がいる時に採
用し、育てていくことが何より重要である。

【非製造業】
＜建設業＞ 業界問わず売り手市場が続く

中、即戦力となる有資格者・経験者の確保が
難しい。中途採用だけでなく、プロパー採用
として、高卒・高専卒も積極的に採用した
い。業界・企業イメージを刷新し、学生・転
職市場から選ばれる会社でありたい。

＜電気工事業＞ 技術職の新卒採用が年々下
降気味で、採用が困難な状態になっている。
秋口の採用や、若年層の中でも専科高などの
卒業生であれば、卒業後おおむね３年以内の
範囲で対象枠を広げて考えている。また、経
営・戦略的な人材の確保を考えて、経験者・
技術者の登用を積極的に行うことで、長期的
に見て受注・業績上昇の初期投資をしている
状況。

＜鋼材卸売業＞ 企業に永続勤務をする意思
が無く、大学卒業後３～４年間で既に２～３
社を入退社している若者を見かけることがあ
る。そのため、必然的に年配者の採用とな
る。この２月に、６１歳の定年者の後任として
５１歳の採用を行った。

＜観光ホテル＞ 派遣時給の上昇から、正社
員との給与差が少なくなり中途採用が計画通
り進まない。業界水準に対し初任給を比較的
高くすることで、新卒採用を強化し、人材確
保・人材育成を図っていく。

＜都市ホテル＞ 新卒採用は必要不可欠であ
り、特に年齢構成を再編する上で重要な役割

経営のポイント
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２．雇用全般に関する意見

を担っている。しかし、新型コロナウイルス
による減収減益は業績に大きな影響を与えて
おり、来年度の採用活動を実施するか否かは
現在検討中。

＜歯科技工業＞ 国家資格を有する歯科技工
士の、新卒採用が年々難しくなってきてい
る。歯科技工士の男女割合について、女性が
年々増加の傾向なので、出産育児休暇が取得
しやすいような、ポジティブアクションに取
り組んでいる。しかしながら、女性の管理職
希望者がいないのが悩みの種である。

【製造業】
＜製粉業＞ 努力義務とはいえ「７０歳までの
雇用確保」は遂に来たかという感じ。中小企
業として影響が大きいと考えている。業界
は、中小規模が多い構成で約９０社存在してお
り、更なる合理化、又は特色化のいずれかに
集約する必要があると考える。人口減、高齢
化の二重の苦しさがあり、国内に拘らない販
路の拡大も必須。

＜金属製品製造業＞ 新卒採用をする場合
に、教育等の期間がかかりすぎるので、当社
ではなかなか難しいと思われる。人員の補強
は数年前から検討しているが適正な人材がみ
つからず、現在は優先して人員の補強は考え
ていない状況である。

＜肥料製造業＞ 当社工場部門は原料次第の
仕事量になるため、時期的変動が大きい。そ
のため工場社員の繁閑差が大きく、人件費の
効率が悪い。また、装置産業であるため、採
用者はある程度機械装置・重機類の経験のあ
る人材を中途採用にて対応している。

【非製造業】
＜建設業＞ 厳しい経営環境の中、特に人材
不足が深刻。日本人従業員の高齢化が進み、

外国人材に頼らざるを得ない状況である。

＜電気工事業＞ 人材確保・育成へ向け、ど
れだけ自社の利益を従業員に還元していくの
か、見極めを常に考えている。単純な給料上
昇ではなく、福利厚生など違った形で還元し
なければいけないし、それをどうアピールし
ていくかも必要である。

＜食料品卸売業＞ 働き方改革を始め、雇用
に関わる変化が大きく、新規採用に対して消
極的な考え方にならざるを得ない。業績改
善、安定が最優先であり、十分な雇用環境へ
の着手は後手になってしまう。もどかしい時
期である。

＜自動車販売店＞ 販売に関しては店舗への
来店型に取り組んでいるため、営業職の減少
はそれほど問題ないが、自動車整備士を目指
す生徒が少なく、将来的に指定整備工場を維
持していけるかの不安がある。

＜タクシー業＞ タクシー業界全体として、
なり手不足が深刻な問題になっている。待遇
面を改善したくても、その資金繰りが整えら
れない。更なる国や自治体などの支援が無け
れば、業界全体が縮小していくと考えてい
る。

＜ソフトウェア開発業＞ この一年間、雇用
の観点から賃金規程・就業規則・ホームペー
ジなどを大幅に見直し、現在はテレワーク就
業も検討している。イメージ的には、収益を
従業員に対し最大限還元しながら経営をして
いる状況である。働き方改革は、中小企業を
も動かしていると思う。

＜廃棄物処理業＞ 単なる求人では雇用につ
ながらない。独自の奨学金制度を設けて新卒
者の雇用につなげるなどを考えている。
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― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２０年６月号

ポイント

● 札幌市都心部では引き続き多数の不動産開発が進捗・計画されている

● 新型コロナウイルス発生に伴う社会経済状況の動向・変化など外的要因による不動産需

給動向に留意する必要はあるものの、各種不動産開発にともない地域の新陳代謝が促さ

れ、より利便性の高いまちになることが期待される

１．はじめに

約２年前の２０１８年９月号１に「札幌の都市開発～福岡市との比較を交えて～」というタイトル

で、当時の札幌市都心部における都市開発の状況について寄稿しました。

札幌市都心部では当時も多数の不動産開発計画がありましたが、この２年弱の間に当時計画段

階、もしくは、建築途中であった建物が多数竣工しました。また、この間、新たな老朽建物の建

替が発表されるなど、多くの不動産開発が引き続き計画されています。

本稿では、札幌市都心部の不動産開発の現状について、前回執筆時からの変化も踏まえ概観し

たいと思います。

また、前回同様に経済規模等において類似性を有する福岡市との比較を交えて、札幌市の不動

産開発の特徴を考えてみたいと思います。

２．札幌市都心部における不動産開発の動向・行政の動向

（１）不動産開発の動向

次ページの地図は、札幌市や各事業主体のホームページ、新聞報道等で公表されている比較的

規模の大きな不動産開発計画及びホテル開発計画をプロットした地図になります（上段は前回執

筆時（２０１８年７月頃）、下段は本稿執筆時点（２０２０年４月頃）の地図）。

札幌市都心部の不動産開発Ⅱ
～福岡市との比較を交えて～

寄稿

一般財団法人 日本不動産研究所
本社事業部（前北海道支社） 妙摩健一郎

九州支社 山� 健二

１北洋銀行ホームページ＞法人・個人事業主のお客さま＞ほくよう調査レポート、でご覧いただけます。
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図表１：札幌市中心部の不動産開発計画

資料：国土地理院の電子地形図に札幌市や各事業主体のホームページ、新聞報道等の情報を追記して掲載
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両時点ともに多数の不動産開発が計画・進捗していますが、この２年弱の間に下記のような動

きがあったことがわかります。

● 前回執筆時に計画段階であった大規模不動産開発（①北４東６周辺地区第一種市街地再開発

事業、②札幌駅北口８・１地区市街地再開発事業、③北３東１１周辺地区第一種市街地再開発

事業等）は着実に進捗している。

● JR「札幌」駅周辺では２つの市街地再開発事業に係る準備組合（④札幌駅交流拠点北５西

１・西２地区市街地再開発準備組合、⑤札幌駅南口北４西３地区市街地再開発準備組合）が

設立されたほか、駅前通りでは事務所ビル（⑥札幌第一生命ビルディング、⑦ヒューリック

札幌ビルなど）や大規模商業施設（⑧札幌ピヴォ、⑨ススキノラフィラなど）の建替が計画

されるなど、老朽建物の整備・更新計画が検討されている。

● ホテル計画は規模も大きくなく開発期間も短いことから、この２年弱の間に１０棟以上

（２，５００室程度）の新規開業が見られた。

● ホテル計画については、宿泊特化型ホテルを中心に今後も多数の計画が見られる。また、

JR「札幌」駅周辺及び地下鉄「中島公園」駅周辺（⑩現札幌パークホテル）では高価格帯

ホテルの計画が複数持ち上がっている。

● 交通利便性の高い地域（⑪JR「札幌」駅最寄りの北６条東３丁目周辺地区内、⑫JR「苗

穂」駅北側地域）において病院の移転計画が見られる。

● 開発主体は、引き続き道外資本企業が主体であるものの、地元不動産開発会社や不動産開発

に積極的な事業法人等の参入も見られる。

（２）行政の動向

また、行政もまちづくり（建物の建替等による都市の機能更新など）に係る下記の施策を導入

しており、民間事業者による不動産開発を後押ししています。

①「都心における開発誘導方針」等の策定

この方針は、主として札幌市中心部での不動産開発における容積率の緩和等に関する土地利用

計画制度等の運用の考え方を明示することにより、既存建物の建替・更新を促進し、札幌市が掲

げる札幌市中心部における各種行政計画の目標実現に資する民間事業者による不動産開発を誘導

することを目的として策定された方針になります（２０１８年１２月策定）。

従来、容積率緩和は主として公開空地の整備に基づき緩和されてきましたが、この方針では札

幌市が掲げる札幌市中心部における各種行政計画の目標実現に資する事項（質の高いオープンス

ペースの整備、低炭素・省エネルギー化推進、防災性向上等）を達成することにより容積率の緩

和が適用されることとなりました。

この方針策定により、行政としては、まちづくりの方針に沿った不動産開発が期待される一

方、開発主体は開発計画にあたり大まかな容積率緩和の事前把握が可能となったこと、容積率緩

和による収益性の高い建物の建築可能性が増えるといった利点が考えられます。
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②「オフィスビル建設促進補助金（賃貸事務所ビル建設に係る補助制度）」の創設

この助成制度は、札幌市内中心部において賃貸事務所ビルが不足している状況を踏まえて新規

賃貸事務所の供給を促すことを目的に、一定の要件（注）を満たす賃貸事務所を整備する事業者を対

象に、賃貸事務所部分に対応する家屋・償却資産の固定資産税課税標準額の２０％相当（上限１０億

円）を補助する助成制度になります。

当該助成制度は一定の要件を満たす必要があり全ての不動産開発に活用できないものの、ここ

数年は建築工事費も高止まりしており、事業性の観点から建物の建替等を躊躇するケースも見ら

れることから、前記の「都心における開発誘導方針」による容積率緩和に加えて、当該建設促進

補助金は一定の効果をもたらすものと考えます。

（注）一定の要件は下記のとおり（詳細は札幌市ホームページをご参照ください）。

・２０２０年４月１日から２０２３年３月３１日の期間に工事契約を締結し、工事契約から５年以内に竣工

する建物であること

・札幌市中心部の特定の区域における新築または建替ビルであること（改装は除く）

・事務所として賃貸する部分の一面で貸付可能な面積が基準階で６６０㎡以上であり、事務所とし

て賃貸する部分の合計の床面積が５，０００㎡以上であること

・建替えの場合、建替前よりも賃貸事務所として賃貸する床面積の合計が５，０００㎡以上増加して

いること

・新規進出企業（事務所を増設又は増床する市内企業でも可）１社以上に賃貸すること

・札幌市建築物環境配慮制度（CASBEE 札幌）総合評価B＋以上であること

３．福岡市との比較

ここでは、経済規模等において類似性を有する福岡市と不動産開発に係る背景・制度等を比較

し、その共通点・相違点を考えてみたいと思います。

（１）福岡市の不動産開発の動向

① 不動産開発の動向

福岡市の不動産開発は、天神コア・博多大丸・天神地下街が開業した昭和５０年頃から本格的に

始まりました。これら建物は築後５０年近くが経過し、建物の老朽化、耐震上の問題があることか

ら、建替えが喫緊の課題となっています。

現在は、福岡市中心部で多数の建替事業等が計画されているほか、福岡市全体で見れば開発案

件の多さは戦後最大規模と思われます。また、この２年で宿泊特化型ホテルが３０棟、客室数にし

て５，０００室以上が新規供給されており、急増する訪日外国人旅行者需要に対応してきましたが、

新型コロナウイルス問題で、韓国・中国からの観光客がゼロになっており、宿泊業界は予想外の

大打撃を受けています。
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② 福岡市の思い

福岡市を理解するうえで、ご紹介しておきたいのがオリンピックへの立候補です。福岡市は

２０１６年のオリンピック開催地に手を上げていました。最終的に２００６年のプレゼンで東京都に惜敗

しました。東京都に敗れた際に、福岡市の敗因とされたのは、①欧米との飛行機の直行便を持た

ないこと、②ラグジュアリーなインターナショナルホテルが乏しいこと、③財政規模が小さくオ

リンピック経費を賄う余裕がないことの３点でした。オリンピック誘致に敗北して以来、福岡市

は片時たりともこの３点を忘れたことはありません。国際都市として飛躍するために何が必要

か、群雄割拠するアジアの諸都市と伍していくために何が必要か、答えはこの３点にあるので

す。

�）欧米との飛行機の直行便を持つこと
今でも実現できていません。夏場のみフィンエアーがヘルシンキと結んで就航していますが期

間限定です。誘致したいのはロンドン・パリ・サンフランシスコとの直行便です。福岡空港が民

営化され事業者としてシンガポールのチャンギ空港と三菱商事が加わっているため、現在、これ

らの企業を中心に水面下で複数国と交渉中だと聞いています。また、時を同じくして民営化され

た福岡空港と新千歳空港ですが、両者の違いは「伸びしろ」の違いだと言われます。福岡空港は

市街地空港なので夜間２２時から早朝７時まで飛行機を飛ばすことができないほか、周辺に空き地

がなく拡張の余地がありません。一方で新千歳空港は広大な開発余地があるというのです。

�）ラグジュアリーなインターナショナルホテルを持つこと
オリンピック招致の際は、博多湾に豪華客船を停泊させて、そこを宿泊所にした方が護衛上も

有利だという説明をしましたが苦肉の計でした。世界の富裕層を迎えるためには、ラグジュア

リーなインターナショナルホテルとビジネスジェットの専用ターミナルが必要です。福岡市には

現在、ヒルトンホテル（１０５３室）、グランドハイアットホテル（３７０室）がありますが、大規模な

国際会議を誘致するにはホテルの棟数が少なく、リッツカールトン（１６２室）が大名小学校跡に

建築中のビルに２０２４年に開業しますが、それでも十分ではありません。５星を冠するホテルの数

の多さが都市の品格を形成するということを経験しているので、外資系高級ホテルの誘致は福岡

市にとって永遠のテーマとなっています。

�）都市が裕福になること
こればかりは何ともできません。当時、市債を発行して資金を調達できる余裕がないと酷評さ

れましたが、福岡市にはスポンサーになってくれる大企業がありません。もともと商人の町なの

で残念なことに大企業が育たなかったのです。ただし、新国立競技場の建設費が１５６９億円だった

ことを考えれば、福岡市ならずとも地方都市が夏季オリンピックを招致することはもはや不可能

なのかもしれません。

ｏ．２８７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１４～０２０　寄稿（妙摩・山崎）  2020.05.11 10.33.56  Page 18 



寄稿

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年６月号

図表２：天神ビッグバンプロジェクト一覧

資料：各事業主体のホームページ、新聞報道等の情報を追もとに当研究所が作成

③ 福岡において注目される「天神ビッグバン」プロジェクト

「天神ビッグバン」は国家戦略特区に伴う高さ規制緩和と市独自の容積率緩和を組み合わせて

再開発を促す事業で、２０２４年までに３０棟の民間ビルの建替えを誘導し、新たな空間と雇用を創出

することを目的としています。高さ制限が当初の６７mから最大１１５mまで引き上げられたことで

動きが一気に加速しました。では、どんな場合にどのようなインセンティブが付与されるので

しょうか。魅力あふれるデザイン性に優れたビルについては、２０２４年１２月３１日までに竣工するこ

とを条件に、（a）容積率を緩和し、（b）優先的にテナントを紹介し、（c）天神ビッグバン専用に

低利で地元金融機関が融資し、（d）高度制限を緩和するとともに、（e）行政によって認定ビルを

PRするという形になっています。

�島市長はHPで「国家戦略特区の航空法の高さ規制緩和など、規制緩和の組み合わせで民間
は活性化して、市民の利便と安全は高まり、行政は補助金ではなく規制緩和活用によって、出来

るだけ税金を使わずに済むのです。」と語ります。民間事業者と一緒に血と汗をかくまちづくり

を指向すべきだと考える人達は、補助金を使わないことに批判的な意見もありますが、他の自治

体から見れば、うまくやっていると賞賛されているのが天神ビッグバンです。福岡市では、補助

金がないにも拘わらず、多くの企業が�島市長の誘導方針に賛同し、２０２４年１２月末の完成を目指
して急ピッチでプロジェクトを進捗させています。号令一下、官民が一糸乱れぬ連携でまちづく

りを推進しているように見えます。

なお、具体的に判明している天神ビッグバンプロジェクトは以下のとおりです。
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（２）福岡市との比較（共通点・相違点）

上記２．及び３．（１）を比較すると、札幌市と福岡市の不動産開発環境には共通点もあれ

ば、相違点も見られます。

共通点は、①「建物の老朽化」、②「訪日外国人旅行者の増加」、③「行政によるインセンティ

ブ制度の提供」が挙げられます。①及び②は前回執筆時と同様になりますが、両市ともに高度経

済成長期に建築された建物が更新期に入っていること、観光都市の側面から宿泊需要が増加して

いることから、これら共通点が生じたと考えられます。③については、福岡市とはその制度内

容・発想等は相違しますが、札幌市においても、不動産開発を後押しするとともに、札幌市が目

指す都市開発へ誘導する仕組みが設けられています。

一方、特徴（相違点）としては、「開発主体」が挙げられます。札幌市の「開発主体」は、不

動産開発に積極的に参画する地元資本の不動産開発会社や事業会社が相対的に少ないことから、

道外資本となる場合が多いことです。

また、全体的不動産開発の進み具合は、福岡市がやや先行していると考えられます。

４．まとめ

上記のとおり、札幌市都心部では、２０３０年の北海道新幹線の札幌延伸を見据えたJR「札幌」

駅周辺の大規模市街地再開発事業や地下鉄「中島公園」駅周辺でのMICE・IR施設の建築、その

ほか多数の老朽建物の建替計画などが計画されていますが、これらにより市中心部は新陳代謝が

促され、今以上に利便性の高いまちへ進化すると考えられます。

一方、昨年以降は緊張する隣国との関係や新型コロナウイルス感染症に伴う観光需要の大幅な

減退により、札幌市中心部の商業施設・ホテルは大きな影響を受けており、このような状況が継

続すると、不動産開発の停滞を引き起こすこととなります。また、働き方改革や在宅勤務といっ

た労働環境の変化は、オフィス床需要の減少といった形で不動産市場へマイナスの影響を与える

可能性もあります。

今後の不動産開発に当たってはこのような不動産市況にマイナスな要因について注視していく

とともに、今後の社会経済の変動を予測し、時代の要請に合ったまちづくりをすることも重要に

なると考えます。
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図表１ 年齢３区分別人口の推移（北海道）
総務省「国勢調査」「人口推計」

はじめに

道では、長期的な観点から、２０４０年以降を見据え、北海道の人口の現状と将来の姿を示し、人

口減少をめぐる問題について道民と認識を共有するとともに、今後目指すべき将来の方向性を提

示するため、２０１５年（平成２７年）１０月に「北海道人口ビジョン」を策定し、また、長期的な展望

に立ちながら、短中期的な見地から、自然減対策、社会減対策などの人口減少対策を進めるた

め、「北海道創生総合戦略」を策定し、本道の人口減少の克服に向けた取組を進めてきました。

この度、令和２年度からスタートする第２期北海道創生総合戦略を策定するに当たり、各種統

計を最新の数値に時点修正するとともに、近年の特徴的な事例である女性の人口移動や外国人の

移動の動向等を追加して「北海道人口ビジョン」を改訂しました。今回は「北海道人口ビジョ

ン」（改訂版）の概要についてお伝えします。

１ 総人口

本道の人口は、戦後から１９５０年代にかけて転

入増等の効果により、全国と比較しても高い人

口増加率を保っていました。しかし、１９９７（平

成９）年の約５７０万人をピークに、全国より約

１０年早く人口減少に転じ、２０１５年の人口はピー

ク時よりも約３２万人少ない５３８．２万人となって

います。

年齢３区分別人口で見ると、生産年齢人口

（１５～６４歳）については、１９８０年代まで増加が

続いていましたが、１９９０年代後半から減少に転じています。年少人口（１５歳未満）については、

１９５０年代まで増加を続けた後、減少に転じ、１９９０年代後半には、高齢者人口（６５歳以上）を下

回っています。高齢者人口については、戦後のベビーブーム以降の世代が高齢期を迎えているこ

とに加え、平均寿命が延びたことなどから、現在まで一貫して増加を続けています（図表１）。

その結果、年齢階級別に見た人口構成は、若年者割合の少ない「つぼ型」と呼ばれる構成となっ

ています。

このような人口の変化は、出生、死亡、人口移動（転入・転出）という要因に影響されてお

り１）、北海道の人口の現状と将来の姿を示すためには、それぞれの要因について現状を把握する

必要があります。

北海道人口ビジョン（改訂版）
～北海道の人口の現状と展望～

寄稿

北海道 総合政策部地域創生局 地域戦略課
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図表２ 出生数・死亡数・自然増加数の推移（北海道）
厚生労働省「人口動態統計」（日本人のみ）

図表３ 出生数・合計特殊出生率の推移（全国・北海道）
厚生労働省「人口動態統計」（日本人のみ）

２ 自然増減（出生・死亡）

自然増減については、２００２（平成１４）年までは死亡数が出生数を下回っていたため、「自然

増」の状態が続いていましたが、高齢化の進行による死亡者数の増加と出生数の減少により、

２００３（平成１５）年以降は「自然減」に転じて、自然減数は拡大してきています（図表２）。

また、本道の合計特殊出生率は全国平均より低く推移しており、２０１８（平成３０）年では、東京

都に次いで全国で２番目に低い状況となっています（図表３）。

この要因としては、未婚・晩婚・晩産化のほか、本道が全国と比較して核家族化が進んでいる

ことや若年者の失業率が高いことなどが考えられます。
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図表４ 転入数・転出数・転入超過数の推移（北海道）
総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ）

図表５ 地域ブロック別の人口移動（転入―転出）の状況（北海道）
総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ）

図表６ 男女別人口移動（転入―転出）の推移（北海道）
総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人のみ）

３ 社会増減（人口移動）

本道では、半世紀にわたり転出

超過が続いており、特に、好景気

の時期には道外への転出超過数が

大きくなっています（図表４）。

東北からは転入超過となってい

ますが、他のほとんどの地域に対

して転出超過となっており、なか

でも東京圏への転出が多数を占め

ています（図表５）。また、近年

は、女性の転出超過数が男性の転

出超過数を上回る傾向にあります

（図表６）。
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図表７ 札幌市への人口集中割合
（１９７０年～２０１５年）

総務省「国勢調査」に基づき北海道で算出

図表８ 道内・道外、男女別人口移動
（転入―転出）（札幌市，２０１８年）

札幌市より提供
※住民基本台帳による（日本人のみ）

図表９ 生産年齢人口
総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」

※１９９８～２０１３年の３月３１日人口（日本人のみ）
２０１８年の１月１日人口（日本人のみ）

４ 札幌市への人口集中

本道人口に占める札幌市民の割合

は年々高まっており、１９７０（昭和

４５）年では約５分の１（１９．５％）で

したが、２０１５（平成２７）年現在では

３分の１以上（３６．３％）となってい

ます（図表７）。

札幌市における転出入の状況を見ると、

道内からは転入超過である一方、道外に対

しては転出超過となっています（図表８）。

年齢別にみると、対道内では、男女とも

若年層で大幅な転入超過となっており、特

に女性の２０歳～２４歳の転入超過が目立って

います。対道外では、男女とも２０歳～２９歳

で大幅な転出超過となっています。

また、生産年齢人口について１９９８（平成

１０）年と２０１８（平成３０）年を比較すると、

札幌市では６．５％の減少に留まっていますが、札幌市を除く地域では２８．１％と大きく減少してい

ます（図表９）。
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図表１０ 外国人人口の推移（北海道）
総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」

※各年の１月１日人口

図表１１ 総人口推計（北海道）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成３０年推計）」

及びその推計方法に準拠して北海道が推計

５ 外国人の人口動向

本道における総人口の減

少が続く中、外国人人口は

５年連続で増加しており、

２０１９（平成３１）年では２０１４

（平成２６）年の１．５倍以上と

なっています。本道人口に

占める外国人人口の割合は

２０１４年の０．４０％から２０１９年

には０．６８％まで上昇してい

ます（図表１０）。

市町村別に見ても、外国人の割合が上昇している市町村数が増えてきており、外国人の影響に

よって転入超過となっている市町村もあります。

６ 人口の将来展望

国立社会保障・人口問題研究

所の推計方法に準拠した推計に

よると、本道の人口は２０１５（平

成２７）年の約５３８万人から、

２０４０（令和２２）年には約４２８万

人、２０６０（令和４２）年には約

３２０万人にまで減少すると見込

まれています（図表１１）。

市町村別に見ると、２０４０（令

和２２）年には、全市町村の半分

以上の１０２市町村で人口が現在

の６割以下となり、そのうち３９

市町村で５割以下になると見込

まれています（図表１２）。

将来、就業者数の著しい減少による生産・消費の減少や、高齢者人口割合の増加による医療

費・介護費負担の増大、地域交通の利便性の大きな低下、さらには、結果として地域からの人口

流出を招くなど、人口減少は道民生活の様々な場面に大きな影響を及ぼすことが懸念されます。
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図表１２ ２０１５年の総人口を１００とした時の２０２０、
２０３０、２０４０年の市町村の総人口指数

総務省「国勢調査」、
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」より

北海道総合政策部において作成

本道では、自然減と社会減が相まって、今後も人口減少が続くことが見込まれていますが、国

立社会保障・人口問題研究所が実施した「第１５回出生動向基本調査結果」（２０１５（平成２７）年）に

よると、夫婦が実際に持つ子どもの数である完結出生児数は１．５７人であるのに対し、夫婦の理想

とする子ども数は２．１７人となっていることや、国が実施した「東京在住者の今後の暮らしに関す

る意向調査」によると東京在住者のうち、３８．４％が今後移住するまたは移住を検討したいと回答

しており、こうした希望を実現することで、人口減少の進行を緩和することができると考えられ

ます。

このため、道では、自然減、社会減の両面から人口減少の進行を緩和する取組とともに、人口

減少社会の中でも道民の暮らしの安心を確保するための取組をより一層進めてまいります。
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図表１３ 人口の将来見通し（総人口）

この先、道民をはじめ幅広い分野の方々と連携し、北海道全体として、自然減、社会減対策を

効果的かつ一体的に行うことで、合計特殊出生率を向上させ、道外への転出超過が抑制された場

合には、２０４０年時点で４６０～４５０万人の人口が維持される見通しです（図表１３）。

道としては、第２期北海道創生総合戦略のもと、着実に施策を推進し、「幅広い世代が集い、

つながり、心豊かに暮らせる包容力のある北海道」の実現を目指してまいります。

参考文献：

１）河野稠果『人口学への招待「少子・高齢化はどこまで解明されたか」』

中公新書２００７年８月P１７
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経済コラム 北斗星

ウイルスとの共存・共生
（「新しい生活様式」の下での「命と暮らし」）
新型コロナウイルスとの闘いが次第に長期化してきた。前号に引き続き、ウイルス問題を

取り上げてみたい。政府は、４月７日に、７都府県に緊急事態宣言を発動し、その後、４月

１６日には、この対象を全国に拡大（期間は連休最後の５月６日まで）した。更に、５月４日

には期間を５月末まで延長するとともに（５月１４日開催予定の専門家会議の検討結果次第で

は、期間短縮の可能性も示唆）、特に警戒が必要な１３都道府県には、極力８割の接触回避を

実現するなど対策の強化を要請した。第２次感染拡大を許した北海道は、特別警戒区域に指

定され、１３都道府県の一つとしてより厳しい対応（営業自粛等）が求められている。筆者自

身の生活を振り返ると、いささか躊躇しつつも２月上旬の「雪まつり」の大雪像鑑賞に参

加、その後、３月以降、公式・非公式の会議・懇親会等はほとんど中止若しくは延期となっ

た。極力自宅待機を続ける中で、学生時代に読んだカミュの小説「ペスト」を再読したり、

新型コロナウイルス関連のニュースや特別番組をテレビで小まめに見たり、人手の少ない場

所を選んで散策したりして過ごしているが、正直イライラが募る日々である。

さて、ウイルスとの闘いが長引くに連れて、感染拡大防止（命を守る）と社会経済活動の

再開（暮らしを守る）とのバランスをどう考えるか、緊急事態宣言の解除のタイミングを巡

る議論が急浮上してきた。特にダメージの大きなサービス関連の中小企業から、営業停止は

もうこれ以上続けられないとの悲鳴が上がってきている（５月１０日付北海道新聞「休業延

長、割れる対応」）。北海道庁は、特定警戒都道府県に指定されたことを踏まえ、差し当たり

５月１５日まで休業・外出の自粛要請を継続することとした。また、１６日以降の対応について

は、１４日に行われる国の専門家会議の分析や道内の感染状況、医療体制の逼迫状況を見極め

て対応を判断することとしている。

こうした状況の中で、緊急事態宣言が解除されるような状態になった場合でも、専門家の

多くは、「新型コロナウイルスとは、今後、共存・共生を図っていかざるを得ない」との意

見だ。国の専門家会議は、今後の我々国民の暮らし方の実践例として「新しい生活様式」

（ニュー・ノーマル）を公表した。それによると、仮に新規感染者が減少しても、感染防止

の３つの基本（①身体的距離の確保、②マスクの着用、③手洗い励行）や「３密」（密閉、密

集、密接）の回避は、しっかり継続していかなければならないとされている。専門家によっ

ては、こうした新生活様式は、今後３年程度は続けていく必要（ワクチンや医薬品の開発の

時期にもよる）があるとしている。

このように見てくると、新型コロナウイルスの経済活動に及ぼすマイナスの影響はある程

度長期化することを覚悟しておかなければならない。当面のウイルスの猛威が収まっても、

人々の暮らしが「新しい生活様式」に基づいて行われる場合、中小の飲食関連・観光関連企

業等において、開業は出来ても需要が従来のレベルに一気に戻って来るとは限らない。恐ら

く将来、我々を待ち構えている世界は、人口減少の下、主力のサービス関連事業において構

造改革、生産性向上の達成を模索していく「更なる茨の道」なのではあるまいか。

（令和２年５月１２日 北洋銀行顧問 横内 龍三）
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季調値

前 期 比
（％）
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季調値
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（％）
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２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．０ △２．３ １０３．８ ０．３ ９７．９ △３．５ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 p９２．７ △５．４ ９９．９ △３．８ p９２．１ △５．９ ９８．９ △３．６ p１０８．２ ６．９ １０１．８ ２．９

２０１９年１～３月 ９７．５ △１．５ １０２．８ △２．１ ９６．４ △２．４ １０１．６ △１．７ １０６．１ ０．９ １０３．４ ０．５
４～６月 ９５．８ △１．７ １０２．８ ０．０ ９５．４ △１．０ １０１．４ △０．２ １０５．７ △０．４ １０４．４ １．０
７～９月 ９３．１ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．５ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．９ ２．１ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９０．９ △２．４ ９８．０ △３．６ ９０．９ △１．７ ９７．３ △３．９ １０７．４ △０．５ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 p９１．３ ０．４ ９８．４ ０．４ p８９．４ △１．７ ９６．７ △０．６ p１１３．５ ５．７ １０６．４ ２．３
２０１９年 ３月 ９７．０ △１．８ １０２．８ △０．５ ９５．７ △２．５ １０１．３ △１．１ １０６．１ １．９ １０３．４ ０．７

４月 ９５．６ △１．４ １０２．７ △０．１ ９５．０ △０．７ １０２．０ ０．７ １０３．１ △２．８ １０３．４ ０．０
５月 ９７．２ １．７ １０４．２ １．５ ９６．３ １．４ １０２．８ ０．８ １０４．５ １．４ １０３．８ ０．４
６月 ９４．６ △２．７ １０１．５ △２．６ ９５．０ △１．３ ９９．５ △３．２ １０５．７ １．１ １０４．４ ０．６
７月 ９３．９ △０．７ １０２．２ ０．７ ９３．７ △１．４ １０２．０ ２．５ １０７．１ １．３ １０４．３ △０．１
８月 ９３．０ △１．０ １００．５ △１．７ ９２．２ △１．６ １００．０ △２．０ １０２．５ △４．３ １０４．２ △０．１
９月 ９２．４ △０．６ １０２．４ １．９ ９１．５ △０．８ １０１．８ １．８ １０７．９ ５．３ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．０ △２．６ ９８．３ △４．０ ９１．２ △０．３ ９８．２ △３．５ １０５．５ △２．２ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．０ ２．２ ９７．７ △０．６ ９１．６ ０．４ ９６．８ △１．４ １０６．２ ０．７ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．７ △１．４ ９７．９ ０．２ ８９．８ △２．０ ９７．０ ０．２ １０７．４ １．１ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ９０．５ △０．２ ９９．８ １．９ ８９．４ △０．４ ９７．９ ０．９ １０５．４ △１．９ １０６．２ ２．１
２月 r ９１．４ １．０ ９９．５ △０．３ r ８９．６ ０．２ ９８．９ １．０ r１０８．８ ３．２ １０４．４ △１．７
３月 p９２．０ ０．７ ９５．８ △３．７ p８９．３ △０．３ ９３．２ △５．８ p１１３．５ ４．３ １０６．４ １．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年１～３月 ２３７，２６８ ０．１ ４７，２０６△１．２ ５１，１１３ △０．３ １５，６１５ △２．８ １８６，１５５ ０．２ ３１，５９１ △０．４
４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
２０１９年 ３月 ８１，５６５ ０．２ １６，５２９ ０．９ １７，４７８ △１．３ ５，６２５ △１．５ ６４，０８７ ０．６ １０，９０４ ２．２

４月 ７６，５３１△０．７ １５，３５９△１．３ １４，６２４ △３．２ ４，８９９ △２．１ ６１，９０７ △０．１ １０，４６０ △０．９
５月 ７７，３０９ ０．６ １５，６３６△０．２ １４，９４０ △０．７ ４，８５４ △１．８ ６２，３７０ ０．９ １０，７８２ ０．６
６月 ７８，２１３ １．１ １５，９８２△０．３ １５，４７３ △２．２ ５，２２１ △２．１ ６２，７３９ ２．０ １０，７６１ ０．６
７月 ７８，６３０△３．２ １６，２４６△４．４ １５，９０９ △５．２ ５，４１６ △３．６ ６２，７２２ △２．７ １０，８３０ △４．９
８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年６月号

ｏ．２８７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３２　主要経済指標  2020.05.19 18.21.43  Page 29 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年１～３月 ３８，１４６ ３．４ １１，２２３ ２．７ ６７，３６１ ５．４ １６，１０５ ５．０ ２５，３６４ １．３ ７，１３４ △１．１
４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
２０１９年 ３月 １４，８７２ ６．２ ４，２７７ ６．３ ２０，８２３ ４．９ ５，６６８ ５．８ ９，５７０ ０．９ ２，６３２ ０．１

４月 １０，６８７△１．０ ３，３６４ ０．９ ２２，４４０ ４．５ ５，５８０ ３．５ １２，１７３ △１．０ ２，８７０ △３．５
５月 １０，９５２ ６．１ ３，４７７ ７．３ ２２，３７９ ６．３ ５，７０６ ６．０ １３，８１６ ４．４ ３，０４０ ３．０
６月 １１，６３０ ７．７ ３，７５２ ７．３ ２３，５７６ ５．６ ５，７５５ ５．６ １１，６５３ ２．０ ２，６８４ △０．１
７月 １２，３４５△４．３ ４，０４６△１０．４ ２３，２６２ ４．２ ５，８７８ ２．０ １１，３７１ △２．３ ２，７２４ △７．１
８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ p １，５８４ △１５．９

２０１９年１～３月 １３４，９１９ １．８ ２８，６９２ ２．６ ２５９，５５６ △２．３ ２９２，２８４ ２．４ ３，１３０ ２．７ ５６６ １０．６
４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ p ２８８ △４９．１
２０１９年 ３月 ４６，７５４ ０．７ １０，１２６ １．６ ２７３，７５５ △５．０ ３０９，２７４ ２．７ １，１２９ ３．６ １５０ ４．８

４月 ４６，６１５ ２．８ ９，９７７ ２．６ ２７９，７４４ １３．３ ３０１，１３６ ２．３ １，０３７ ４．７ １２７ ６．５
５月 ４９，１５５ ３．５ １０，２５８ ２．８ ２７０，８１９ ６．５ ３００，９０１ ７．０ １，１９６ ７．１ １４９ １０．４
６月 ４８，７５５ １．１ １０，１１６ １．４ ２７０，２４１ １４．４ ２７６，８８２ ３．５ １，２１０ ０．２ １６６ １１．５
７月 ５２，６９７ ０．１ １０，７６０△１．３ ２５３，１６７ ２．３ ２８８，０２６ １．６ １，２９９ △０．１ ２０１ １．９
８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ p ３ △９７．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年６月号

ｏ．２８７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３２　主要経済指標  2020.05.19 18.21.43  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年１～３月 ５，４７０ △２．３ ２，１５６ ５．２ ２９６ ３０．６ １０，０６０ △９．７ ２７，８６８ △２．５
４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
２０１９年 ３月 ２，４４３ △１３．２ ７６６ １０．０ １０８ ４．０ ２，９６６ △１８．６ １３，６５３ △０．７

４月 ３，３１１ △１６．５ ７９４ △５．７ ２２５ １１．５ ３，９４０ △４．２ ８，９０６ ２．５
５月 ２，９７９ △９．２ ７２６ △８．７ １３３ △３５．３ ３，６３３ △５．１ ７，６２３ △３．７
６月 ３，８６５ １６．５ ８１５ ０．３ １６６ ７．４ ４，１５７ △１．１ １０，０９１ １２．５
７月 ３，４４３ △２．８ ７９２ △４．１ ２７４ ３９．０ ４，４１６ ２．２ ８，２５１ ０．３
８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年１～３月 ４９，１６２ △３．０ １７，８７９ △５．５ １５，１８７ △０．２ １６，０９６ △２．６ １，２７６，３５９ △２．１
４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
２０１９年 ３月 ２３，９７０ △５．３ ９，０９０ △１１．４ ７，５１２ １．２ ７，３６８ △３．３ ５３２，５０６ △５．３

４月 １５，６５５ ８．７ ５，０３６ １５．６ ５，９３３ ６．９ ４，６８６ ４．３ ３１４，９５０ ３．３
５月 １４，４７４ ０．８ ４，８８３ ７．０ ４，７８６ △１０．１ ４，８０５ ７．６ ３２７，４１８ ６．４
６月 １６，９５４ △４．５ ６，０４４ ４．８ ６，１１９ △８．６ ４，７９１ △９．５ ３６６，９７５ △２．２
７月 １６，６１０ △３．２ ５，６２４ △１．１ ６，２９８ △３．１ ４，６８８ △５．９ ３７９，４２２ ２．９
８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年６月号

ｏ．２８７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３２　主要経済指標  2020.05.21 14.05.43  Page 31 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年１～３月 １３４，５８５ ２．６ ２６，４０８ ５．９ １．１９ １．５３ ３４，４０９ １．６ ９０１，０４８ ０．２ ２．８ ２．４
４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
２０１９年 ３月 １１０，２７１ ７．８ １３，１６５ ３．７ １．１９ １．５０ ３４，４５８ ０．６ ８５０，６２１ △５．０ ↓ ２．５

４月 １５７，３１６ △１．３ ２２，３２９ ２．５ １．１２ １．３８ ３５，９６３ ３．４ ８６８，８３３ ０．２ ↑ ２．６
５月 １７１，８５１ １０．９ １４，２０４ １０．５ １．１３ １．３５ ３２，６５１ △０．２ ８４１，３７６ △１．８ ３．０ ２．４
６月 １３８，９１７ １３．５ １４，４７９ １．０ １．１６ １．３７ ３２，２９３ △０．２ ８２７，５８５ △３．３ ↓ ２．３
７月 １３６，７１６ ５４．５ １６，０９１ ２８．５ １．２１ １．４１ ３６，０６４ ４．６ ８８６，５１５ ３．６ ↑ ２．３
８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年１～３月 １０２．１ ０．９ １０１．３ ０．８ ５８ △１０．８ １，９１７ △６．１ １１０．１７ ２１，２０６
４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
２０１９年 ３月 １０２．３ ０．８ １０１．５ ０．８ ２６ △３．７ ６６２ △１６．１ １１１．２１ ２１，２０６

４月 １０２．８ １．０ １０１．８ ０．９ １６ ０．０ ６４５ △０．８ １１１．６６ ２２，２５９
５月 １０２．８ ０．８ １０１．８ ０．８ ２３ △１４．８ ６９５ △９．４ １０９．８３ ２０，６０１
６月 １０２．６ ０．４ １０１．６ ０．６ ２５ ３１．６ ７３４ ６．４ １０８．０６ ２１，２７６
７月 １０２．６ ０．４ １０１．５ ０．６ １５ △１６．７ ８０２ １４．２ １０８．２２ ２１，５２２
８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年６月号

ｏ．２８７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３２　主要経済指標  2020.05.19 18.21.43  Page 32 
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道のホームページから寄附申出書を
ダウンロードし、メール・郵送・FAXにて
提出してください。

～

ｏ．２８７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　表３　広告  2020.05.20 14.14.24  Page 52 
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●道内経済の動き
●２０２０年 道内企業の雇用動向と新卒採用
●寄稿
札幌市都心部の不動産開発Ⅱ
～福岡市との比較を交えて～
●寄稿
北海道人口ビジョン（改訂版）
～北海道の人口の現状と展望～
●経済コラム 北斗星
ウイルスとの共存・共生
（「新しい生活様式」の下での「命と暮らし」）
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